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第１章 工業系土地利用調査研究の目的と背景 

１-１．調査研究の目的と背景 

（１）調査研究の目的 

我孫子市では、税収による財源の確保や住工混在対策のための受け皿づくりなどの

必要性から、産業集積の検討が求められている。 

本調査研究は、工業系土地利用適地の検討から始まり、土地利用を図るための条件、

事業費、事業期間などを整理し、工業系土地利用の実現の可能性を探るものである。 

 

（２）調査研究の背景 

我孫子市は、首都圏 30ｋｍ圏と都心に近く、国道 6 号が通り、ＪＲ駅が市内に 6

駅もあるという交通の利便性の高さから、首都圏のベットタウンとして発展し、急速

に人口が増加してきた経緯がある。 

住宅需要が高いまちであったこととあわせ、手賀沼・利根川・古利根沼等の水辺環

境、馬の背状の地形から生じる斜面緑地、日本の原風景である里山が保全されている

など自然環境に恵まれていたため、環境保全の観点から、これまで積極的に工場等の

産業誘致は図ってこなかった。 

そのため、歳入における個人市民税の占める割合が高い本市では、今後、生産年齢

人口が減少することにより、厳しい財政状況が続くと想定される。 

   バランスのとれた税構造と、財政基盤の強化を図るためには、新たに企業を誘致し

て恒久的な税財源を確保することが望まれている。 

他方、住工混在地が存在していることも、居住者の良好な住環境を阻害する観点か

ら課題となっており、住工混在対策のための受け皿づくりも行政としての責務となっ

ている。 

以上から、本市の取り組みとして、工業系を中心とした新たな土地利用を検討する

必要が生じているものである。 
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１）将来の歳入の見込み 

我孫子市第三次総合計画の第二次基本計画では、計画目標年次である平成27年度

と平成19年度との歳入見込みを比較している。 

平成 27 年度の歳入総額は約 292 億円と見込まれ、平成 19 年度予算に比べて

22億円以上の減と想定され、厳しい財政状況が続くと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平成 19年度予算と目標年次(平成 27年度)の歳入見込みの比較 
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２）少子高齢化による人口の停滞と税収の不安 

本市の人口は、高度経済成長期から増加し続け、平成 27 年にピークを迎えると、

その後減少傾向へ転じると予測されている。 

また、国勢調査結果及び本市の推計値による年齢構成別人口の推移をみると「15

歳以上 64 歳未満」の生産年齢人口の減少が平成 12 年頃から顕著にみられ、それ

とは対照的に「65歳以上」の老年人口は増加しており、今後もこの傾向が続くもの

と推計している。 

今後、高齢化が進行し、生産年齢人口が減少すれば、本市の主な税収である個人市

民税が減少することになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出典：国勢調査他 

図 国勢調査結果及び推計値による年齢構成別人口の推移 
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第１章 工業系土地利用調査研究の目的と背景 

３）将来の財源の確保 

主な市税の内訳をみると、市民税（個人）が最も多く、次いで固定資産税が多く

なっている。この傾向は経年的に見ても同様である。また、推移をみると、ここ数

年は団塊世代の退職金等により市民税（個人）が増加しているが、経年的には減少

傾向に転じると想定している。 

「15歳以上64歳未満」の生産年齢人口の減少と老年人口の増加が、今後の税収

減や行政サービス経費の増大を引き起こすことを考えると、市民税（個人）に依存

しない財源の確保が喫緊の課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 主な市税の推移 

 

表 主な市税の推移 
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４）急速な住宅建設による住工混在地の存在 

本市内には、住宅地に隣接して工業施設が点在している。工業施設の種類にもよる

が、一般的に工業施設による騒音や振動等のため、住環境への影響が懸念されること

から、用途の純化を可能な限り進めることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 住工混在の例 
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第１章 工業系土地利用調査研究の目的と背景 

（3）工業系土地利用による効果 

工業系土地利用の実現化により、税収による財源の確保や住工混在対策のための受

け皿づくり以外にも、本市に期待される効果として、以下のようなものが想定される。 

 

１）雇用機会の増加 

企業を誘致することにより、新たな雇用機会が創出される。特に、誘致企業が製造

業等の場合には、雇用機会は多くなると考えられる。 

企業側も、少ない交通費の負担で労働力を確保できることはメリットがあるため、

本市のベットタウンとしての性格は魅力があると考えられる。 

 

２）昼間人口の増加 

誘致企業への通勤や来訪により、本市の昼間人口の増加が見込める。昼間人口の

増加は、市内商業等の活気を促すことが期待される。 

また、来訪者の増加は、市の産業や観光等の情報発信のきっかけになると考えら

れる。 

 

３）産業集積による波及効果 

企業が集積し、企業相互間の関連性が強まれば、その相乗効果で新たな産業を生む

ことも考えられる。 

また、市内既存企業も取り込んだ発注関係が構築できれば、市内の経済力や技術力

が向上するものと期待される。 
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第１章 工業系土地利用調査研究の目的と背景

１-２．調査研究のフロー 

（1）我孫子市工業系土地利用の調査研究フロー 

本調査研究は、次のフローにより行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

工業系土地利用調査研究の目的と背景の整理 

過去の検討整理 

上位計画の整理、法規制の把握 

産業集積方針の検討 

誘致業種等の方針 

適地検討視点の整理 

適地の検討 

土地利用構想（案）及び 
土地利用計画（案）の検討 

基盤整備の検討 
（手法、主体、事業収支、税収）

実現化の可能性 

地区現況・課題の整理 

基盤整備編 産業集積編 




